
[事案 26-43] 契約無効請求  

・平成 26年 12月 26 日  裁定終了 

＜事案の概要＞ 

 掛捨て保険であるとの説明は受けていないこと等を理由に、契約の無効を求めて申立てのあ

ったもの。 

＜申立人の主張＞ 

 平成 21年 3月に契約した利率変動型積立保険について、以下の理由により、契約を無効に

してほしい。 
(1)募集人はパンフレットや設計書、約款を示さず、何らの説明もしなかった。 

(2)積立型の保険であると思っていたが、実際には掛捨ての保険であった。 

(3)募集人から、「一生涯保険料が上がらない」「入院しなければ 5年毎に祝い金が出る」と聞

いたので申し込んだが、保険料も途中で上がり、祝金も出ない保険だった。 

＜保険会社の主張＞ 

 以下の理由により、申立人の請求に応じることはできない。 

(1)申立人が本契約が掛捨ての保険であると錯誤に陥ったことを示す、客観的な事実は提示さ

れていない。 

(2)募集人は、申立人に対し、設計書やパンフレット等を渡したうえで、保障内容の説明を行

っており、パンフレット等を用いずに説明をすることは困難である。 

＜裁定の概要＞ 

 裁定審査会では、当事者から提出された申立書、答弁書等の書面および申立人、募集人の事

情聴取の内容にもとづき審理を行った。審理の結果、以下のとおり、申立内容は認められない

ので、指定（外国）生命保険業務紛争解決機関「業務規程」第 37条 1項にもとづき、裁定書

にその理由を明記し、裁定手続を終了した。 

1. 申立人の主張の法的整理 

  申立人の主張は、以下の 3点であると判断する。 

 (1)消費者契約法 4条にもとづく、説明義務違反を理由とした契約の取消し（主張①）。 

  (2)民法 95条にもとづく錯誤による契約の無効（主張②）。 

  (3)民法 96条 1項にもとづく詐欺による契約の取消し（主張③）。 

2. 主張①について 

(1)保険契約は約款などにより予め決まっている部分と、保険金額や特約の付加のように契約

者がある範囲内で任意に選択できる部分とがあり、保険金額や特約によって保険料金額も

変わる。そして、保障の内容や保険料の額は契約者の重大な関心事であるので、契約者毎

に設計書を作成し、これにもとづいて説明することが一般的である。設計書を用いなけれ

ば、募集人は保険内容を説明することは困難であり、特に、本契約は複雑な保険なので、

口頭のみでの説明は困難である。 

   よって、本件において、設計書も提示せず口頭の説明のみを受けたという申立人の主張

は認められず、設計書が交付されたと推認することが相当である。 

(2)本契約は主契約部分が積立となり、その他の特約等はいずれもいわゆる掛捨てであること

は、設計書により明らかである。このように、設計書を見れば明らかな事実について、募



集人があえて虚偽の事実を告げたと認める特段の事情はなく、掛捨て保険か積立保険かは

文書で明らかであり、あえて口頭で説明する必要もない。従って、募集人に説明義務違反

の事実が存在すると認定することは困難であり、説明義務違反を理由とする消費者契約法

4条に基づく取消は認められない。 

(3)なお、申立人は「5年間無事故であれば、祝い金が出る」との説明であったのに、実際は

出ない契約であって、募集人は虚偽の説明をしたと主張するが、総合入院特約を付加して

いる場合には、祝い金が出ることとなっているところ、申立人は、当該特約を付加してお

り、所定の要件が充足されれば、祝い金は給付されるものであり、なんら虚偽の説明があ

ったとはいえない。 

(4)更に、申立人は、保険料が一生涯変わらないとの説明を受けたということだが、保険証券

上、保険期間が「終身」とある主契約および特約は、保険料は変わらない。その他の特約

は期間満了時に更新すれば、当然、保険料は変更となる。これは定期保険である以上当然

であり、設計書上明らかである。従って、全ての特約が一生涯保険料が変わらないとの説

明を受けたと認めることは困難である。 

3. 主張②について 

(1)申立人は本保険は掛け捨てであるとは思わなかったこと、5年間無事故で経過すれば祝い

金が出ること、一生涯保険料が上がらないことの 3点において錯誤があったという主張で

あると理解できる。 

(2)しかし、申込当時、本契約の大部分が積立保険であると認識していた事実を認定する証拠、

一生涯保険料が上がらないと認識したことを裏付ける証拠は何もない。 

  なお、前述のとおり、5年間無事故であれば祝い金が出ることは事実に合致しているこ

とから、錯誤はない。よって、申込当時、申立人に錯誤が存在した事実を認定することは

困難といわざるをえず、仮に錯誤があったとしても、設計書を見れば、これが事実と異な

ることは容易に認識できるので、申立人には重大な過失があり、錯誤による無効の主張は

認められない。 

4. 主張③について 

   以上の事実を総合すれば、募集人において故意に虚偽の事実を告げたと認定することはで

きない。 

 

 
 


